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大阪府・京都府・奈良県・兵庫県・横浜市と連携し、

生活者の脱炭素行動変容を促す

「みんなで減 CO2（ゲンコツ）プロジェクト」

25 年度計画を発表
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「みんなで減CO2（ゲンコツ）プロジェクト」
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創発戦略センター
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脱炭素問題は「ニワトリ」と「タマゴ」の関係。一社では解決できない。

メーカー

脱炭素商品を

高いけど
棚に並べて！

小売流通生活者

脱炭素商品は

売れるように
安く作って！

脱炭素商品は

安いなら買う
見当たらない！

それぞれの言い分は
みんな正しいように
思えるニャ 

なんだか解決するのは
とっても大変だゼ
どうやったらいいんだ？

出所：日本総研作成
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買い物を通じた応援が有効。お客さまが動けば皆動く。

売り手
（小売）

買い手
（生活者）

作り手
（メーカー）

環境配慮
商品を

作る

環境配慮
商品を

並べる

環境配慮
商品を

選ぶ

応援

応援
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立場の違いや相反するコトを受け止め愚直に体現する＝「みんなで減CO2プロジェクト」

出所：日本総研作成

産官民連携 コミュニケーション 理論と実践
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教育啓発と販促購買の一気通貫・・・「やりたい」をつなぎ「できない」を「できる」に変える。

販促
購買

教育
啓発

実施実施

生活者

バラバラで実施＝市場醸成待ち

販売促進費
広告宣伝費

22兆円

メーカー
小売

自治体
学校

販促
購買

教育
啓発

実施実施

生活者

一気通貫で実施＝積極的に市場形成

販売促進費
広告宣伝費

22兆円

メーカー
小売

自治体
学校

公民連携

売り手のため
のコミュニケーション

買い手のため
のコミュニケーション

現状 あるべき姿
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10回に1回≒10人に1人・・・毎回でなくても良い選択を、身近な買い物で世は変わる。

いつも買う

意識するが
買わない

意識しない

いつも買う

意識するが
買わない

意識しない

時々買う

いつも買う

意識しないが
買ったら

脱炭素だった

時々買う

脱炭素対応の
行動をうながす

脱炭素対応の
売り場ができる

現状 当面目標 将来目標

環
境
意
識

高
い
層

環
境
意
識

低
い
層

一定程度の
ボリューム
が顕在化

脱炭素市場
の成立



Copyright (C) 2025 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.8

まずはシンプルな伝え方で裾野を広げる。目印はエコラベル。

出所：日本総研作成

認知 共感 納得 行動

露出して

接触する

気になって

興味を持たせる
分かりやすく

伝える

やりたい動機
を作る

効果や貢献
を示す

触れる 学ぶ 取り組む

理解

脱
炭
素
に
興
味
な
し

脱
炭
素
が
自
分
ゴ
ト

教育啓発 学習キット・授業・催事 販促購買 キャンペーン

エコラベル・カーボンフットプリント（CFP）を活用
＋

サプライチェーン横断コンソーシアム（CCNC*）で実践
＊メーカー・小売・脱炭素ソリューションで構成するチャレンジ・カーボンニュートラル・コンソーシアム

+
生活者アンケートとPOSデータで分析
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環境省の検討会・・・「みんなで減CO2プロジェクト」の方向性と同じ

CFP・エコラベル

CCNC
ﾁｬﾚﾝｼﾞ･ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ･ｺ

ﾝｿｰｼｱﾑ

自治体・学校
連携

データ分析
ワクワク・トキメキ

出所：環境省「グリーン製品の需要創出等によるバリューチェーン全体の脱炭素化に向けた検討会第3回会合事務局資料」
https://www.env.go.jp/council/content/06earth04/000320789.pdf（2025/6/30参照）に日本総研加筆

https://www.env.go.jp/council/content/06earth04/000320789.pdf
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はじまりは・・・2024年度に「おおさかで！減CO2プロジェクト」

出所：日本総研作成

教育啓発（学びによる意識変容） 販促購買（買い物における行動変容）

食品スーパー ドラッグストア

万代大阪府内全店

113
店舗

施策連携 学校連携

延べ対面接触

4350
人

4～6年生児童

1029校
21万人

スギ薬局アプリ利用者

1202
万人

学んだことを賢く実践

実践による更なる学び

大阪府・日本総研・三井住友銀行

ゲンコツキャンペーン
（特設棚・POP等）

エコラベル学習キット
学校配布

アプリキャンペーン
店舗ワークショップ
出前授業・催事

趣旨に賛同し連携協定を締結 民間企業（小売・メーカー・エネルギー等）

学習啓発
情報

販促購買
情報

連携分析
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子どもから大人に。子どもの言葉は「次世代からのメッセージ」。納得と行動を生む。

出所：日本総研作成

認知 共感 納得 行動理解

今まで知らなかった

エコラベルの意味
を知れてよかった

お母さんと一緒に

お家や買い物で
エコラベルを探したい

大人たちに

マークを気にしながら
買い物をしてほしい

エコラベルを探しは

子ども以上に
親が興味を持った

今まで習慣なかったが

商品の包装や
エコラベルを見るようになった

スーパーに行くと

こっちが環境配慮だと
子どもが話をする

子
ど
も
た
ち

大
人
た
ち

子どもの学びは大人の学びに繋がる 子どもの行動は大人の行動に繋がる
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努力は必ず報われる？？ エコラベルを学習すると意欲は高まる。

出所：2024年度店舗実証（ID-POS分析およびアンケート調査n=771）、日本総研作成

本人・子どもが
何らかの形で

脱炭素学習した人

購入したい気持ちが高まった

購入したい気持ちは変わらない・下がった

平均

キャンペーン参加者の環境配慮商品の購買意欲の変化
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意欲の高まりで売上は増える。どう継続するか＝どう効率的に実施できるか、が大事。

出所：日本総研作成

来店客千人あたり販売個数の指数
（エンド棚を組んだ店舗での代表的な商品の例）

100 

170 

100 97 

実証前 実証中

100

174

100
126

実証前 実証中

インセンティブ無し
棚POPでの詳細説明
アプリでの詳細学習

インセンティブ有り（少）
棚POPでの簡易説明
応募時の簡易学習

キャンペーン実施店

キャンペーン非実施店

2023年度実証 2024年度実証

どんな動機づけ？
どんな店頭表現？
どんな学習？

経済的動機
と学習啓発を
組み合わせた
売り方

経済的動機
を効果・効率的
に展開する
売り方

グリーンマーケティング 通常マーケティング
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急がば回れ・・・学習啓発・販促購買を体現した生活者を愚直に増やす。

エコラベルの種類
見たこと
がある

内容を
知ってる

買い
たい

実際に
買った

エコマーク 94％ 38% 12%

？
？
？

バイオマスマーク 60％ 25% 6%

FSC®認証制度 47％ 18% 5%

エコレールマーク 45% 16% 4%

RSPO認証 32% 11% 3%

CFP ？？？

作
り
手
の
環
境
配
慮
活
動
を

知
っ
て
ほ
し
い
と
い
う
気
持
ち

1/3 1/3 1/3?

出所：2024年度日本総研従業員向け環境意識・行動に関する調査（n=2,390）を基に日本総研作成

買
い
手
の
環
境
配
慮
活
動
を

応
援
し
た
い
と
い
う
気
持
ち買いたい・実際に買った

を増やしていく
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2府2県1政令市53万人・・・日本全体の4～6年生の17％相当。ムーブメントに。

出所：日本総研作成

エコラベル学習キット
夏休み自由研究

店舗キャンペーン
店頭啓発

小学校出前授業
・店舗ワークショップ

教育啓発（学びによる意識変容） 販促購買（買い物における行動変容）

食品スーパー ドラッグストア

万代全店舗

169店舗
ならコープ

10店舗・宅配

施策連携 学校連携

自治体主催催事

対面接触

域内全小学校
4～6年生児童

53万人
保護者含めると

150万人

スギ薬局アプリ利用者

1380万
ユーザー

学んだことを賢く実践

実践による更なる学び

アプリキャンペーン

日本全体の
4～6年生の全児童の

シェア17％

教育委員会連携（奈良県） 生活者の行動変容モニター化＋追跡調査

大阪府
兵庫県
奈良県
京都府
横浜市

趣旨に賛同し連携協定等を締結 民間企業（小売・メーカー・エネルギー等）

2

府
2

県

1

政
令
市

日本総研
（一部、三井住友銀行も）

Daigasエナジー・スギHD・万代・ならコープ
サラヤ・三幸製菓・江崎グリコ・カンロ
ロッテ・ステッドラー日本・明治HD

アスエネ・クレオ・TOPPAN・日本総研
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エコラベル学習を効率的・効果的に。夏休み自由研究課題＋コンテスト企画を導入。

出所：日本総研作成

導入 ｸｴｽﾄ＆解説

商品例示

エコラベル記録シート

課題案内

店舗案内

学
習
啓
発

販
促
購
買

参
加
促
進

⚫ 夏休みにお家で・お店でエコラベル・CFPを探索
⚫ 収集したエコラベル・CFPを特設サイトで登録
⚫ サイト上のクエストで集めたくなる仕掛け
⚫ たくさん探索できた児童を「賢者」として表彰
⚫ 収集した成果は学校宿題用に出力

主催：日本総研
共催：大阪府、兵庫県、奈良県

横浜市
協力：京都府、CCNC
• 学校経由児童の学習端末配布
• 他広報物を介した配布・広報

⚫ CFPを含む全18種のエコラベルを対象
⚫ 連携先自治体推しラベルも設定

特設ウェブサイト
本日オープン
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エデュテイメントの工夫。「宝探し」や「ミッション」の“クエスト感”で楽しみながら学習を。

出所：日本総研作成

カメラでスキャンして
バーコード読み込み

何の商品のどのエコラベルを
どこで見つけたかを登録

レベルアップ（ハンターランク）
⚫ 集めたエコラベルの数
⚫ 集めたエコラベルの種類
⚫ CFPマークを集めた数
⚫ クリアしたミッションの数
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効果・効率的な脱炭素教育を。奈良県と公民連携脱炭素教育啓発モデル構築を試行。

出所：日本総研作成

日
本
総
研

G
M

L

紹介
・指導

観察・分析

修正
・改善

現場ニーズ

モデル校での
1年間にわたる
継続実施

家
庭
・

く
ら
し

紹介・支援

学
校

教
育
現
場

教
育

委
員
会

会話・影響

実践
・学習

学習
コンテンツ
開発

提供・支援

体験価値

協力

効果・効率的な
脱炭素教育
のあり方の検討
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「減CO2モニター」の組成が第一歩。学習啓発・販促購買の効果検証＝答合せをする。

出所：日本総研作成

減CO2モニター

24・25年度
キャンペーン参加者

エコラベルハンター
応募児童・保護者

登録
同意

詳細アンケート
デプスインタビュー

脱炭素行動変容
施策アイディア

学習啓発
情報

購買
情報

有効施策効果検証
ABテスト

販促購買
情報

一般消費者

2025年度に新たに組成する
学習啓発と販促購買の一気通貫実施の“生の声”を集める

定性
情報

組
み
合
わ
せ
る
こ
と
で

学
習
啓
発
の
答
え
合
わ
せ 学

習
啓
発
と
販
促
購
買
の

一
気
通
貫
施
策
実
施
に
対
応
す
る

効
果
検
証
の
枠
組
み

原因

結果
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2025年度活動スケジュール

出所：日本総研作成

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

教育
啓発

販促
購買

エコラベル
ハンター
2025

CO2
モンスター

結果
発表

結果
発表

出前授業・店舗ワークショップ・啓発催事（随時）

キャン
ペーン

追跡調査

＊コンテスト結果や効果検証結果、開催する主要な催事やキャンペーン等については随時リリースなどで案内します
＊スケジュールは現時点の想定



奈良県
Nara Prefecture

２０２５年７月２日

奈良県 環境森林部 脱炭素・水素社会推進課

岩田 敏尚

「みんなで減ＣＯ２プロジェクト」の取組拡大に向けて

～脱炭素行動変容はやる “シカ” ない～

ゲ ン コ ツ



奈良といえば・・・

奈良の鹿・・・

￭ 奈良公園には、国の天然記念物に指定され

ている「奈良の鹿」が1000年以上前から

生息。 その数は、約1,200頭。

￭ この鹿たちは、奈良の自然と人の暮らしの

“共生”の象徴と言える。

￭ 私たちが今取り組む脱炭素も、自然と人と

のバランスがカギと考える。

奈良県の脱炭素施策を広めるシンボルで公募により誕生

環境イベントやPR冊子など、奈良県の脱炭素を推進する

ため、いろいろなところに登場

奈良県エコキャラクター「な～らちゃん」



128万6,651人

55万7,426世帯

（2024年8月1日現在）

ちなみに・・・財政規模（＝202３年決算状況）

５,３６２．４億円 ⇒４７都道府県合計の約１／１００

奈良県は全国の１／１００？

⇒日本の国土面積の約1/100

⇒全国総人口の約1/100

⇒全国世帯総数の約1/100



￭ 国連のアントニオ・グテーレス事務総長は2023年7月、「地球温暖化の時代は終わり、地球沸騰化の

時代が到来した」と発言

￭ 奈良県でも線状降水帯の発生など、近年、気象災害が激甚化、地球温暖化対策は待ったなしの課題

2050年の脱炭素社会の構築を目指し、今後の奈良県の脱炭素施策の方向性や目標値等を定めた

「奈良県脱炭素戦略」を本年３月に策定

奈良県脱炭素戦略

奈良県は全国の１／１００？

1/100という数字だけを見ると、奈良県は小さな県かもしれない

しかし、脱炭素・地球温暖化対策の取組は、決して１／１００であってはならない

もちろん、1／47にとどまるものでもない・・・



１．温室効果ガスの排出削減

２．二酸化炭素吸収源の整備

Ⅰ エネルギーを
「つくる」

Ⅱ エネルギーを
「ためる」

Ⅲ エネルギーを
「かしこくつかう」

Ⅳ 普及啓発

Ⅴ ＣＯ２を
「ためる」

脱炭素戦略の体系

奈良県脱炭素戦略

①再エネの活用

②水素製造拠点の創出

③次世代エネルギーの活用

①健全な森林の整備

②県産材の需要拡大

①蓄電池・水素等の活用による
                             再エネ利用拡大

②蓄電池・水素等の活用による
                             レジリエンス向上

①家庭・業務分野における省エネ・節電等の推進

②交通分野における脱炭素化

③産業分野における省エネ促進・再エネ等の活用

②脱炭素に資する融資制度の普及促進

③ゼロカーボン・ツーリズムの創出

⑤脱炭素に関する技術・調査研究等の推進

①行動変容促進

④人づくり・地域づくりの推進



普及啓発・・・脱炭素を「自分ゴト」と捉える仕掛けづくり

これまでの取組

プロスポーツクラブとの
コラボイベント

親子を対象としたエネルギー教室

水素エネルギーの科学教室



普及啓発・・・脱炭素を「自分ゴト」と捉える仕掛けづくり

２０２４年 奈良県 県民アンケート

①調査概要 ￭ 時 期 ６月２８日～７月１８日

￭ 配付数 5,000件

￭ 回収件数（率） 2,507件（５０．１％） うち 有効回答数 2,399件

②結果概要（抜粋）

今後奈良県に力を入れてほしい分野

第１位 福祉・介護の充実

第２位 医療の充実

第３位 インフラ整備

第４位 防災・危機管理

第５位 こども・子育て視点

・
・
・

カーボンニュートラルの実現やＧＸによる

産業の競争力強化等に向けて進めていくべきか

・ そう思う ４０．３％

第９位 環境保全（地球温暖化対策を含む）

・ どちらかといえば、そう思う ４４．９％

・ どちらかといえば、そう思わない ６．５％

・ そう思わない ６．４％

・ 無回答 １．９％



普及啓発・・・脱炭素を「自分ゴト」と捉える仕掛けづくり

奈良県と全国の二酸化炭素（ＣＯ２）排出量の部門ごとの割合（２０２１年度）

￭ 脱炭素行動変容の必要性

○家庭部門からのＣＯ２排出量は、２９．８％と全国17.3%に比べて高くなっており （下図）、

エネルギーの使用や商品選択、日常行動の見直しなど、

一人ひとりのライフスタイルの転換が必須。

○脱炭素化の取組は、自分ゴトとして捉えづらい傾向に

     あるため、多くの人の関心を引きつける「契機づくり」・

     「自分ゴト化」がカギとなる。

日本総合研究所様、三井住友銀行様と脱炭素行動変容に関する連携協定を締結し、

協定に基づき、５月から 「みんなで減ＣＯ２プロジェクト」 を実施
ゲ ン コ ツ



「みんなで減ＣＯ２プロジェクト」

￭ 知事定例記者会見で取組概要を発表（2025/4/13）

＜新聞掲載・ニュース＞

毎日新聞（地方版）

朝日新聞（地方版）

読売新聞（地方版）

奈良新聞

奈良テレビ など

（順不同）

知事発言（抜粋）

県民の皆さんの日頃の購買行動等を環境に配慮したものにしていく必要があり、そのため、

学校教育の現場で、取り組むことが非常に有効。

子どもたちにはしっかりと学習していただき、将来、大人になって自分でスーパーやドラッグ

ストアなどで買物をする際に、エコラベルのついた商品を選んで買っていただくことを期待。

ゲ ン コ ツ



「みんなで減ＣＯ２プロジェクト」 奈良県庁の取組体制
ゲ ン コ ツ

環境担当部署
教育委員会
小学校×

環境教育の推進・・・環境担当部署と教育委員会の連携が重要

・知事を本部長とし、全部局長で構成する 「奈良県脱炭素・水素社会推進
本部」を庁内に設置（２０２４年６月）

・奈良県庁内において、脱炭素化にかかる様々な取組を部局横断的に実施



ＣＯ２モンスター
コンテスト

エコラベル
ハンター
２０２５

「みんなで減ＣＯ２プロジェクト」 2025年度の取組
ゲ ン コ ツ

出前授業Ⅰ

２０２５年度は
奈良県のみ

５月

・減ＣＯ２プロジェクト
のキックオフ

・各小学校の先生の
理解を深めるため、
動画を撮影し配信

奈良県内でのイベントへの
エコラベル啓発ブース出展
など、
本プロジェクトを活性化
する取組を展開
（詳細は今後検討）

【想定】
・プロスポーツクラブ

ホームゲーム
・奈良高専主催イベント

出前授業Ⅱ
店舗ワークショップ

＋α

夏休み １０月頃 １０月～

効果検証

１月～２月

・県内全小学校へ展開
予定

・対象 小学４～６年生
約３万人

・エコラベルハンター
2025と連動

・メディアに取材いた
だくことで、啓発を
促進

５／３０
実施済み

・知事賞の表彰

・優秀作品を奈良公園
バスターミナルに展示
（１２月～１月予定）



「みんなで減ＣＯ２プロジェクト」 ５/３０出前授業
ゲ ン コ ツ

「みんなで減ＣＯ２プロジェクト」の奈良県の取組の第１弾として、

５／３０に出前授業を実施

１．場 所 下市町立下市あきつ学園 （吉野郡下市町）

２．対象者 下市あきつ学園 ４・５・６年生（約６０名）

３．内 容
（１） エコラベル付き商品に触れて学ぶ体験学習

（日本総研様）
（２） “おせんべい”を通じた環境学習（三幸製菓様）
（３） エコラベルクイズ（振り返り）

【児童の声】
地球温暖化を防ぐためにCO２を減ら
す取組が必要だとわかりました。
私たちもエコマークのついた商品を選
んだり、ものを大切にしたり、環境に
優しい行動をとろうと思いました。

【校長先生より】

生活の中でエコラベルを探したり、

見つけたりする楽しさや、企業のCO２

を減らす取組を知ることで、

環境問題は身近な問題だと、子ども

たちが感じられる時間でした。

【先生方の声】

エコラベルや環境について、学ぶことができた貴重な経験だったと思います。

体験を通して、楽しみながら学ぶ様子が見られました。これから子どもたちが、

より環境問題について関心が深まるよう、授業にも生かしていきたいです。
＊出所：奈良県公式総合チャンネル「2025年6月3日(火曜日)県政フラッシュ Part2」（2025/6/30参照）
https://www.youtube.com/watch?v=Lsj_jveWCbs&list=PLJXXHBhDpEjQfXCfoDkcITVa8Fgr61bNC&index=7

https://www.youtube.com/watch?v=Lsj_jveWCbs&list=PLJXXHBhDpEjQfXCfoDkcITVa8Fgr61bNC&index=7


最後に・・・

・多様な企業様の参画が「みんなで減CO２プロジェクト」の原動力！

→ ご参画、ご協力いただくすべての企業、関係者の皆さまに心から感謝します

・取組が広がれば、大きな成果につながる！

→このプロジェクトがさらに広がり、多くの地域で展開されること期待しています

•環境学習を通じて、子どもたちの環境への関心や理解を深めることは、行政の重要な役割

→ 未来を担う子どもたちの意識醸成を推進していきます

・行動変容が脱炭素・地球温暖化防止のカギとなる、 やる“シカ”ない！

→ 日々の小さな選択が大きな環境改善につながります

・脱炭素は誰もが取り組むべき共通の課題！

→ 年齢・性別・地域、行政や法人の業種等に関係なく、私たち全員の責任です



奈良県
Nara Prefecture

ご清聴ありがとうございました。

25年後・・・
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公民連携により脱炭素社会の構築を目指す

「みんなで減CO2（ゲンコツ）プロジェクト」

自治体・小売・メーカー・エネルギー会社とともに考える

「生活者の脱炭素行動変容の現状と課題」
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公民連携により脱炭素社会の構築を目指す

「みんなで減CO2（ゲンコツ）プロジェクト」

自治体・小売・メーカー・エネルギー会社とともに考える

「生活者の脱炭素行動変容の現状と課題」
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スギホールディングス 杉山 様
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スギ薬局グループ CO2排出量の状況

カテゴリ カテゴリ名 排出量（t）

スコープ1 ガソリン・ガス等 1531

スコープ2 電気 151,260

スコープ3

カテゴリ1 購入した製品・サービス 2,215,043 

カテゴリ2 資本財 104,682 

カテゴリ3 燃料及びエネルギー関連活動 23,926 

カテゴリ4 輸送、配送（上流） 16,676 

カテゴリ5 事業から出る廃棄物 4,340 

カテゴリ6 出張 1,307 

カテゴリ7 雇用者の通勤 10,421 

カテゴリ8~15 各種 未算定 

合計 2,529,187 

※2023年度実績

要旨
・“商品を軸にした脱炭素” が大きな課題。他社協業による解決を目指す
・一方で、ベストプラクティスは存在せず、1社推進が困難。ゼロベースで検討が必要
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コンソーシアム参画の狙い と 活動

デジタル活用・キャンペーンリアル店舗活用・環境教育
クイズ・アンケートに回答 抽選100名様にプレゼント

要旨

・まずは仲間づくりのフェーズとして、お取引先様が参画しやすい土台を構築したい
・作り手、売り手目線ではなく、お客様とのコミュニケーションを通じて可能性を探りたい
・1年目の気づきとして、エコラベルへの関心をキャッチ。一朝一夕ではない繋がりから開始

ワークショップ参加者
「エコラベルを意識してお買い物をしようと思った」
「CO2削減に関与している商品が多く、勉強になった」などの声があった
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カンロ 松葉 様
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2024年度CFP算定について

7

140g カンロ飴 80g 健康のど飴
たたかうマヌカハニー

72g カンデミーナグミ
スーパーベスト

環境配慮の打ち手が見えない

算定前 算定結果・クリエイティブ 今後に向けて

展示・クイズイベントでのカンロ飴CFPクリエイティブ

・組織全体のCO₂排出量は算出していたが、
社内の環境配慮意識が高まらない

・環境に配慮している商品が、どの程度配慮して
いるのか、定量的に語れない

・サプライチェーンのどこを調整すれば減CO₂の
インパクトがあるか分からない

・使用するエネルギーや生産工場による差、
飴とグミによる違いなどが明確に表れた

・社内の一部で話題に

・CO₂フリー電力によるインパクトをクリエイティブで
訴求可能になる（今後も活用機会多）

2024年度 CFP算定商品

グリーンマーケティングを盛り上げる

・算定商品増で商品ごとのCFPの特徴を分析

・製品規格見直しや設備投資などで、減CO₂の
インパクトが大きな施策を選択

→“環境配慮商品”と呼べる商品企画推進

可視化によって社内外に語れるように
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三幸製菓 秦野 様
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店舗や学校での教育啓発活動の様子

写真：日本総研提供
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サラヤ 山田 様



植物系洗剤の先駆け、ヤシノミ洗剤



環境問題を楽しく分かりやすく



環境問題を楽しく分かりやすく

＜ 動画 ＞
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Daigasエナジー 小山 様





チャレンジ・カーボンニュートラル・コンソーシアム
(CCNC：Challenge Carbon Neutral Consortium)

×



＜動画＞
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Daigasエナジー 小山 様



三幸製菓さまでの事例

2025年2月18日プレスリリースより
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カンロ 松葉 様
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脱炭素を進める上で必要なこと

22

メーカー 生活者 小売流通

環境に関する情報を正確に伝えるコミュニケーション

環境目標・環境インパクト
の数値化

脱炭素商品の開発

意識高い層が購入 脱炭素商品売場増

設備投資 研究開発

脱炭素商品が、“どのように” “どのくらい” 環境に配慮できているのか適切に伝えて行動を変容させる

を通じて
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三幸製菓 秦野 様



24

生活者アンケート調査

効果の可視
化と比較が
効果的

CFPの効果を可視
化したり、他の商品
の排出量との比較
を提示したりするこ
とが効果的。

認知拡大
により

商品へ好感

キャンペーンへの参
加により、2/3程度
の参加者の
ゲンコツ商品の好
感が拡大。

環境意識し
キャンペーン
に参加

環境によいと思った、
減CO2企業の応
援目的でキャンペー
ンに参加してくれた
方が一定層存在。

店舗での
周知施策
は強力

商品棚やポスター
など、店舗にご協
力いただいた周知
で多くの方の認知
を得ることができた。

認知
キャンペーン
参加

意識変化

買いたい気
持ちが生まれ
実際に購買

70%以上の
キャンペーン参加者
のゲンコツ商品の購
買意欲が高まりを
みせる。

行動変化 CFP関連

出所：2024年度店舗実証（ID-POS分析およびアンケート調査n=771）、日本総研作成
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カーボンフットプリント（CFP）の広報制作物
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サラヤ 山田 様



植物由来の甘味料 ラカントS

30周年に合わせリニューアルを実施。パッケージの厚みを薄くし、プラスチックを削減。



環境問題を楽しく分かりやすく

【CO2削減量】 10.7tCO2e
※年間販売総重量ベースでのCO2削減量＝単位重量あたりCO２排出量の差分×年間販売総重量

【プラスチック削減量】 2.6t
※年間販売総重量ベースでのプラ削減量＝単位重量あたりプラ重量×年間販売総重量
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スギホールディングス 杉山 様
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小売業として”商品を軸とした脱炭素”を進めるために

消費者

小売 メーカー

【現実的な市場課題】

✓ 環境配慮商品が売れること
✓ どれくらいの価格転嫁が受容されるのか

【検証イメージ】

誰が／どんな条件で購入するか
×インセンティブ
〇消費者の内発的な欲求を喚起する情報

⇩  検証するうえでの課題
・購買行動変容の測定・検証方法
・評価対象となる脱炭素商品のバリエーションの拡充

“買う”

“つくる”“売る”
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2025年度の活動に向けた意気込み
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質疑応答



Copyright (C) 2025 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.Copyright (C) 2025 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.

閉会のご挨拶

株式会社日本総合研究所

創発戦略センター 所長

松岡 靖晃
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本資料は、当社の営業秘密、ノウハウなどを含むため、第三者への開示はご遠慮ください。
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